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問題関心

• 福島第一原発事故から12年が経過。

―避難指示区域の解除はほぼ終了。

―避難指示区域内の復興事業もほぼ終わりつつある。

• しかし、区域内居住者はまだまだ少なく、町内
への帰還者も少ない。

• そのような状況で、被災者は「復興」を感じる
ことが出来ているのだろうか。



本報告の目的

• 政府が言う復興状況の進捗状況と、被災者が感
じる「復興」状況に、乖離が生じているのでは
ないか。

• 本報告では、2023年1月に富岡町民を対象とし
た質問紙調査のデータを用いて、被災者の復興
感とその規定要因に関する分析を実施する。



報告内容

1．問題関心と報告目的

2．先行研究とデータ

3．分析結果

4．考察



2．先行研究とデータ



先行研究

• 阪神・淡路大震災における生活復興感の研究。

―生活再建7要素の抽出（田村ほか 2001）

• 東日本大震災における被災者の復興感に関する
調査。

―買い物環境や生きがいの重要性（野坂ほか2021）

―岩手・宮城に比較して福島県の復興公営住宅入居者
の復興感の低さ（高木・内田 2021）



先行研究

• 原発事故に特有の要因

①長期避難後の避難元への帰還

②放射線被ばくへの不安

③「ふるさとの喪失」（除本 2016; 2019）

• これらの要因が、事故被災者の復興感にどれほ
ど影響しているのか。



リサーチクエスチョン

• 原発事故被災地では帰還政策が進められている
が、被災者は本当に帰還によって「復興」を感
じているのか。

• 長期にわたる原発避難によって「ふるさとの喪
失」が生じたが、その喪失が復興感の回復を阻
んでいるのではないか。（除本 2016; 2019）



調査の概要

• 2022年11月1日時点で富岡町の住民票を持つ18
歳以上の方から、約半数を無作為抽出。10,460
人の約半数、5,229人が対象。

• 調査期間は2023年1月1日～1月31日まで。
1,401票が有効回収票。回収率は26.8%。未達が
21票、無効票が3票。

• 本報告では、帰還者と避難者に対象者を絞り、
分析を進めていくことにする。



3．分析結果



結果①：主観的復興感

• 調査では「あなた自身の生活は、原発事故当時
からどれくらい回復したと感じていますか。あ
なたの主観的な判断でかまいません」と尋ねた。

• 回答は「ほぼ回復した」から「まったく回復し
ていない」まで4件で回答してもらった。

• 回答結果は、「ほぼ回復」「ある程度回復」を
あわせても4割にとどまることが分かった。



図1 主観的復興感
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結果②：属性、意識との関連

• 年齢(↓)、居住形態(自力再建)、年収(↑)にお
いて有意な関連。

• 帰還の有無によって、主観的復興感に違いはな
い。ただし同じ避難者であっても、帰還意向に
よって復興感は異なる。

• 町内の放射線被ばくへの不安が高く、「ふるさ
との喪失」を感じる人ほど、主観的復興感は低
い



図2 避難状況
×主観的復興感
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図3 将来の帰還意向
×主観的復興感
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図4 放射線被ばくへの不安感
×主観的復興感

19.1%

12.0%

6.8%

4.3%

37.8%

33.5%

33.9%

18.8%

25.2%

38.4%

43.0%

39.2%

17.8%

16.0%

16.4%

37.6%

0% 25% 50% 75% 100%

気にしていない(230)

あまり気にしていない(349)

やや気にしている(440)

気にしている(255)

ほぼ回復した ある程度回復した

あまり回復していない まったく回復していない



3.7%

5.8%

12.9%

33.3%

14.6%

40.3%

50.5%

31.5%

43.5%

45.2%

29.5%

23.2%

38.3%

8.6%

7.1%

11.9%

0% 25% 50% 75% 100%

そう思う(460)

ややそう思う(347)

あまりそう思わない(210)

そう思わない(168)

ほぼ回復した ある程度回復した

あまり回復していない まったく回復していない

図5「富岡にいたときの安心感を
感じられない」×主観的復興感



結果③：重回帰分析

• 主観的復興感を被説明変数とした重回帰分析を
おこなう。

• その際、対象者を以下の4類型に分け分析した。

(1) 帰還者と避難者

(2) 避難者のみ

(3) 帰還者と「富岡町で生活」「条件つきで富岡町で生
活」と回答した避難者

(4) 「帰るつもりはない」と回答した避難者



表1 重回帰分析における投入変数

被説明変数 主観的復興感 0=回復したとはまったく感じない、1=回復したとはあまり感じない、

2=ある程度回復したと感じる、3=ほぼ回復したと感じる

説明変数 性別 1＝男性、0＝女性

年齢 実年齢を投入

世帯年収 1=100万円未満、2=100～200万円、3=200～400万円、

4=400～600万円、5=600～800万円、6=800万円以上

帰還者ダミー 1=帰還者、0=避難者

持ち家ダミー 1=持ち家、0=それ以外

帰還困難区域ダミー 1=帰還困難区域、0=それ以外

富岡町内の

放射線被曝への感覚

0=気にしていない、1=あまり気にしていない、

2=やや気にしている、3=気にしている

つながりが失われたまま

だ（つながりの喪失）

0=そう思わない、1=あまりそう思わない、2=ややそう思う、

3=そう思う（「わからない」は分析から除外）

安心感を感じられない

（安心感の欠如）

0=そう思わない、1=あまりそう思わない、2=ややそう思う、

3=そう思う（「わからない」は分析から除外）



結果④：重回帰分析の結果

• 第一に、被災者全体において、帰還の有無、放
射線被ばくへの不安、「ふるさとの喪失」が復
興感に影響している。

• (3)帰町を志向する層に注目すると、帰還の有
無は主観的復興感に影響しない。

• (4)帰還を断念した層においても、「ふるさと
の喪失」が復興感に影響している。



表2 重回帰分析の結果
(1)帰還者

と避難者

(2)避難者

のみ

(3)帰還者と「富岡

町で生活」「条件

つきで富岡町で生

活」と回答した避

性別 -0.070 * -0.076 * -0.018 -0.040

年齢 -0.101 ** -0.122 ** 0.014 -0.134 **

世帯年収 0.119 ** 0.153 ** -0.012 0.204 **

持ち家ダミー 0.123 ** 0.122 ** 0.151 ** 0.060

帰還者ダミー -0.060 * -0.075

帰還困難区域ダミー 0.004 0.003 -0.030 0.001

放射線被ばくへの不安感 -0.116 ** -0.095 ** -0.124 * -0.108 *

つながりが失われたままだ -0.163 ** -0.177 ** -0.158 ** -0.148 **

安心感を感じられない -0.310 ** -0.292 ** -0.419 ** -0.252 **

　　調整済みR2 0.280 0.282 0.296 0.241

　　(n) (922) (826) (250) (368)

　　表における数値は標準編回帰係数を示している。

　　** p <0.01 * p <0.05

(4)「富岡町で生

活するつもりは

ない」と回答し

た避難者のみ



4．考察



考察(1)：帰還が必ずしも復興を意
味するわけではない

• 属性をコントロールしても、帰還者の復興は高
くない。そのため、被災者にとって帰還が必ず
しも復興を意味するわけではないことを示して
いる。

• このことから、原発事故被災地における帰還政
策の妥当性が問われている。



考察(2)：「ふるさとの喪失」への対応

• 帰還者・避難者いずれにおいても、「ふるさと
の喪失」感覚が復興感を大きく規定している。

• 富岡町に戻らないと回答している人でさえ、
「ふるさとの喪失」に対する被害回復が必要で
ある。

―原発避難者訴訟における主な論点
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